
Deloitte Taiwan  |  Japanese Services Group | 15 September 2025

JSG ニュースレター
<Tax>

財政部が公布
「個⼈による継続的なインターネット上での創作発表
または情報共有に対する営業税課税作業規範」

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

財政部は、個⼈（以下「インフルエンサー」という）が継続的にインターネット（ソー
シャルメディア、動画プラットフォーム、オンラインメディアを含むがこれらに限らない。以下
「プラットフォーム」という）において創作物を発表または情報を共有する⾏為に対する
営業税の課税規定を明確化するため、加値型及び⾮加値型営業税法（以下「営
業税法」という）並びにその他の関連法令に基づき、「個⼈による継続的なインターネ
ット上での創作発表または情報共有に対する営業税課税作業規範」（以下「作業
規範」という）（中国語：個⼈經常性於網路發表創作或分享資訊課徵營業稅
作業規範）を制定しました。
当該作業規範の適⽤範囲、期間及び規定のポイントは、以下のとおりです。
⼀、 「国内インフルエンサー」の定義を明確にし、以下のいずれかの条件に該当する

場合は、本規範の対象とする。
1. 台湾国内に固定営業場所を設置している場合。
2. 台湾国内に住所または居所を有している場合。
3. 使⽤するコンピュータ設備またはモバイル端末の設置場所が台湾国内にある

場合。



4. 使⽤するモバイル端末に紐づく携帯電話番号の国番号が台湾のコード
（886）である場合。

5. また、請求先住所、⽀払に⽤いる銀⾏⼝座情報、使⽤する設備または端末
のネットワークアドレス（IP アドレス）、端末のユーザー識別番号（SIM カー
ド）等によって判断することも可能。

⼆、 国内インフルエンサーは、以下のいずれかの要件に該当する場合、税籍登記を
⾏わなければならないことを明確に規定。

1. 台湾に実体のある固定営業場所を設置し、営業⽤の名称（屋号）を掲げ
ている、または販売に対応する⼈員を雇⽤している場合。

2. インターネットを通じて販売を⾏い、その⽉の売上額が営業税の免税枠を超え
る場合（現⾏では、物品販売は新台湾ドル（以下同じ）10万元、役務提
供は 5万元）。

三、 インフルエンサーがパフォーマンスなどの役務をプラットフォームにアップロードし、プラ
ットフォーム事業者に対してそのアップロード内容を利⽤して広告を配信したり、
有料の電⼦役務を提供したりする権利を許諾する場合、プラットフォーム事業
者が広告主や有料視聴者から得る役務収⼊、及びインフルエンサーがプラットフ
ォーム事業者から得る分配の性質を有する役務収⼊は、以下の規定に基づき
営業税を課さなければならない。

1. 国内プラットフォーム事業者が広告主から役務収⼊を得る場合
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注：上記の国内プラットフォームが、営業税額を査定計算する営業者の場合、適⽤税率は 1％とする

2. 国外プラットフォーム事業者が広告主から役務収⼊を得る場合
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注：国外プラットフォーム事業者が国内の広告主から役務収⼊を得た場合、視聴者の所在地が国外
にあるときは、広告配信役務の提供地及び広告視聴・配信役務の使⽤地がいずれも国外となる
ため、台湾の営業税の課税範囲外となる。

3. プラットフォーム事業者が有料視聴者から役務収⼊を得る場合
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注：上記の国内プラットフォーム事業者が営業税額を査定計算する営業者の場合、適⽤税率は 1％
とする

4. 国内インフルエンサーがプラットフォーム事業者から分配の性質を有する役務収
⼊を得る場合
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注：上述の国内インフルエンサーが営業税額を査定計算する営業者の場合、適⽤税率は 1％とする
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5. 国外のインフルエンサーがプラットフォーム事業者から分配の性質を有する役務
収⼊を得る場合
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注：国外インフルエンサーが国内のプラットフォーム事業者から分配の性質を有する役務収⼊を得た場
合、その収⼊が国外視聴者に由来するときは、インフルエンサーのパフォーマンス役務の提供地、視
聴及び使⽤する場所がいずれも国外となるため、台湾の営業税の課税範囲外となる。

四、 プラットフォーム事業者及びインフルエンサーが、規定に従って税籍登記を⾏わな
い、または営業税の申告・納付を⾏わないなどの違反⾏為をした場合は、税務
調査徴収法（中国語：税捐徴収法）、営業税法及びその関連規定に基づ
き処理しなければならない。

五、 財政部は、新制度の施⾏初期において、インフルエンサーやプラットフォーム事業
者が関連規定を⼗分に理解していないことが懸念されるため、2025年 9⽉ 10
⽇から 2026 年 6 ⽉ 30 ⽇までを指導期間と定めた。当該期間中に、インフル
エンサーやプラットフォーム事業者が規定どおりに税籍登記を⾏わず、統⼀発票
を発⾏・交付しない、または営業税の申告・納付を⾏わない場合であっても、営
業税法第 45条、第 51条、第 52条及び税務調査徴収法第 44条の規定に
基づく処罰は免除される。

勤業衆信の⾒解
財政部は、「個⼈による継続的なインターネット上での創作発表または情報共

有に対する営業税課税作業規範」を発表し、同規範において「国内インフルエン
サー」の定義を明確にし、その営業税課税に関する具体的な規定を⽰しました。財
政部は、本規定の周知を⽬的として 2026年 6⽉ 30⽇までを指導期間と定め、
この期間内に税籍登記や営業税の申告・納付を規定どおりに⾏わなかった場合
でも処罰を免除するとしています。しかし、本作業規範は主に現在の新興産業に
対する課税を重視するものであり、指導期間の終了に伴い、インフルエンサーやプラ
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ットフォーム事業者の税務遵守は⼀層強化されることが予想されます。そのため、
各インフルエンサーやプラットフォーム事業者は、最新の作業規範に対応するために
専⾨家の助⾔を求めることが推奨されます。
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